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2021年度 第 2回 大学部会 報告 

2022年 2月 2日 

事務局長 相田祐二 

開催日：2022年 2月 2日（水）15時 00分～16時 15分 

開催方法：オンライン開催 

参加者：吉村篤彦（部会長・横浜国立大学生協）、滝澤栄司（神奈川大学生協）、後藤有里

（慶應義塾生協）、竹之内浩紀（横浜市立大学生協）、木村厚司（麻布大学生協・

宇宙科学研究所生協）、岡山淳一郎（東京工芸大学生協）、国崎伸昭（明治学院消

費生協）、庭野文雄・相田祐二（県生協連）   （下線：欠席） 

 

 相田祐二事務局長より本日の出欠報告がされた。吉村篤彦部会長の司会により議事が進

行された。 

 

１． 確認事項 

(1)  2021年度第 1回大学部会報告 

文書報告とした。 

 

２．協議事項 

 （1）県生協連役員推薦委員会の構成とすすめ方について 

  相田祐二事務局長より報告がされた。第 1 回大学部会で確認したとおり、上台晶一

常務理事の後任に吉村篤彦専務理事を大学部会として推薦する件について、確認がさ

れた。 

  （2）神奈川県生協連 2021年度活動のまとめと次年度方針（骨子案） 

   庭野文雄専務理事より提案がされた。吉村篤彦部会長より成年年齢引き下げに関す

る取り組み事例がないか委員に諮ったところ、後藤有里委員、竹之内浩紀委員、岡山

淳一郎委員、国崎信昭委員、吉村篤彦部会長から発言がされた。内容は労働金庫より

チラシあるいはＤＶＤの情報提供があり各大学生協で有効活用できた。また、後藤有

里委員より、購買部の過剰在庫となった文具類をフードバンクかながわを通じて子ど

も食堂等の寄付に役立てた件の報告がされた。 

 (3) 県政要望の取り組みの進め方について 

   庭野文雄専務理事より提案がされた。昨年県政要望に参加して大学生協・大学生の状

況を報告した後藤有里委員より参加された報告がされた。庭野文雄専務理事より、成

年年齢引き下げに関する問題含めて学生の声等も意見を出してほしいと発言がされた。 

 (4) 学生総合共済事業譲渡に伴う 2022年 5月総(代)会での定款変更及びコープ共済連加

入議決のお願いの件について 

   吉村篤彦部会長より学生総合共済事業譲渡に伴う 2022年 5月総(代)会での定款変更

及びコープ共済連加入議決の件で、定款変更についての行政との折衝について提案が

された。相田祐二事務局長より、先ずは県生協連が県消費生活課に説明をし、県が理

解をした上で各生協が手続きを行う。時期としては 2 月～3 月上旬までに県との調整

を済ませるという提案がされた。吉村篤彦部会長が委員に意見を諮ったところ、全員

が賛成した。 
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３．県生協連報告 

(1) 神奈川まるごと健康づくり関連 

(2) 核兵器廃絶・平和を願う取り組み 

(3) 大規模災害に関する取り組み 

(4) 2022年神奈川県消費者のつどい 

   (1)、(4)は庭野文雄専務理事より報告がされました。(2),(3)は相田祐二事務局長よ

り報告がされました。 

 

   庭野文雄専務理事より、2021 年度医療部会・大学部会で県生協連会費の減免対応を

した件に触れ、現段階での大学生協側としての意見を聞きたいと提案がされた。吉村

篤彦部会長が委員に諮ったところ、後藤有里委員より意見が出された。庭野文雄専務

委理事より引き続き県生協連常務理事会でも協議したいと発言された。 

 

４．次回大学部会について 

  次回開催日については 5 月頃の開催を計画し、日程は状況を見ながら調整することと

した。 

 以上 
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2022年12月1日
中央労働金庫 生協部

神奈川県生活協同組合連合会
大学部会資料
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日本における消費者教育は、消費者基本法（1968年）消費者教育推進法（2012年）消費者教育の推進に
関する基本的な方針（2013年）の制定・改訂を通じ、「身近な場で教育を受ける機会や学び合う機会が提供され
ることが重要」とされてきました。2022年度には、民法改正によって成年年齢が18歳に引き下げられ、自主的かつ合
理的に社会の一員として行動する自立した消費者の育成のため、また若年者の消費者被害救済のため、消費者教
育の一層の充実が求められています。

消費者教育推進委員会「大学等及び社会教育における消費者教育指針」2018年7月10日改訂より抜粋。

現在、文科省「学習指導要領」では、
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若年者層の意識
平成30年度内閣府世論調査より抜粋

対象：16歳～22歳1,802人・40～59歳908人

消費者教育の現況
「消費者教育の今後の在り方（提言）」

消費者教育推進委員会2022年3月31日より抜粋

【教育委員会の取組状況】
●2021年文科省実態調査において、成年年齢引下げに伴い新規
または拡大して実施する取組みで目指すものは何か?の問いに、

【大学・短大・高等専門学校の取組状況】
●2021年文科省実態調査において、学生に対する消費者問題に
関する啓発・情報提供の内容の回答。

●また、その啓発・情報提供の方法の回答では、

【未成年者の取消権】
●成年年齢が父母の同意なく契約できる年齢であることの認知度

【成年年齢の引下げに向けた環境整備の取組】
●成年年齢の引下げに向けた環境整備の取組度

●上記「不十分である」と回答された人に、今後必要と思う環境整備

●消費者被害への不安

57.2%42.6%
知っている

知らない

※その他0.2%

●左記「知っている」と回答された人に、
未成年者の契約の取消権の認知度

56.2%43.4%
知っている

知らない
☆上記2問の回答から
全体の約74％の人が未
成年者の契約取消権を
知らず、無知に契約をし
てしまう可能性がある。

58.2%

38.0% 不十分

十分

※ また40～59歳の回答では、「不十分である」
の回答が82.9％となっている。

⇒「18歳になる前の人に対する、契約に関する基本的な考え方
や消費者トラブルなど、消費者に関する教育をより充実すること」が
64.1％と最大回答。※ 40～59歳の回答78.7％

⇒不安を感じる64.3％ 不安は感じない34.7％

⇒「被害にあわない（加害者にならない）消費者の育成」89.7％
と最大回答。また今後、重点的に行いたい取組みとして、「学校に
おける消費者教育の充実」60.0%と最大回答であり、2016年調
査と比較し1.5倍となった。

①悪質商法とその対応92.4％
②SNSでの出会いをきっかけとしたトラブルの危険性66.3％

①連携先機関が作成した教材・掲示物等による学生への情報
提供66.7％
②相談窓口の紹介47.5％
③学生への講義・オリエンテーション講師の依頼48.6％

※その他0.4%

※その他3.8%

学校現場では主要教科の優先や、様々な対応を要
する中で、ポスター掲示が主流になるのは必然。
学生には‟伝わらない“ため、左にある若年者層と
その保護者の意識とのギャップは埋まらない。
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1.消費者教育(金融教育）とその現状

消費者教育は『生涯教育』とも言われており、学校教育だけではなく様々な場面で
老若男女問わず情報を得る必要があると考えます。
とりわけ、マネートラブル防止には事前知識があるかないかで被害率が大きく変わるこ
ともあり、若年層だけではなくその保護者層も情報を得る機会が必要です。
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中央ろうきんでは、大規模・小規模に関係なくご依頼いただければ、ご希
望に合わせた金融教育を提供しております。

4

＜2021年4月以降の実施例＞
國學院大学 (未来を担う若者の金融リテラシー向上の重要性について）
神奈川県立翠嵐高校【定時制】 (成年年齢引下げ・マネートラブル）
神奈川県立松陽高校 (成年年齢引下げ・マネートラブル）
茨城キリスト教学園高校 (成年年齢引下げ・マネートラブル）
足利中央特別支援学校 （金融リテラシー）
茨城県立石岡商業高校 （成年年齢引下げ・マネートラブル）
神奈川県立相模原総合高校 （成年年齢引き下げ） など。

＜大学生協における実施例＞
横浜市立大学生協 （学生委員会）
桜美林学園消費生協 （新入生教科書ガイダンス）
津田塾大学生協（学生委員会）

＜大学ゼミとの連携＞
東京経済大学 村ゼミ ・ 法政大学 新倉ゼミ ・ 高知大学 磯田ゼミ
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大学生が作った金融教育DVD!
〈中央ろうきん〉では東京経済大学 現代法学部
村千鶴ゼミとの合同プロジェクトにより、若年
者向け金融教育DVD、ハンドブックを作成しま
した.学生同士共感・理解できるプログラムに制
作されています。

ハンドブックも作りました!
上記の東京経済大学 村千鶴ゼミとの合同プロ
ジェクトにより、ハンドブックも作成しまし
た。
お金を貯める・使う・資産運用まで社会人ス
タート向けの情報誌として必携。

学生目線で作っているから、
分かりやすく情報が理解できます。
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2022年4月～成年年齢引き下げ!
18歳から成人になることは、どういうことが変わ
るのか?知っている様で知らない注意点をお伝え
しています。今年の新入生からは、「知っている
様で知らなかった。」「今後注意したい!」と多
くの感想がありました。

4コマで分かりやすい!
学生皆さんの身近に起こりうるリスクを4コマ

で表現し読みやすくしています。この3冊を持つ
だけで大半のマネートラブル防止に役立ちます。
ぜひ学生皆さんのお手元に!

大事なご子息がマネートラブルに巻き込まれないために、
親御さんも知っておかなければならない情報です。
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3. ろうきん金融教育サポートプログラム

対面は伝わりやすい!
本ページの写真は、横浜市立大学生協の学生委員会

(上）桜美林学園生協の教科書ガイダンス(下）、での成年
年齢引き下げについて説明をさせていただいた模様です。
ご要望に合わせ金融教育の内容・資料を提供できます。規模
に関係なく、ぜひご用命ください!
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4. ご検討いただきたい事項

●学生委員会において、消費者教育の必要性をご検討ください。

●学校側(学生支援課等）の皆さまに、消費者教育の必要性をお伺いください。

●卒業生向け・新入生向け・保護者向けの企画に、金融教育関連(セミナー・
知っ得情報封入等）もご検討ください。
※セミナー・学習会の規模は問いません。お一人でもお伺いいたします。

※資料提供・講師代等の費用は一切かかりません。
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※「LINE」は、LINE 株式会社が提供するコミュニケーションアプリです。「LINE」のご利用
設定は、お客様のご判断でお願いいたします。※中央ろうきん「LINE」公式アカウントの
「お友だち登録」をするためには、お客様ご自身が「LINE」に登録する必要があります。※
「LINE」を通じての個別のご返信はできかねますのでご了承ください。※「LINE」および
「LINE」ロゴは、LINE 株式会社の登録商標です。※ご利用にあたってのご留意事項
は、当金庫ホームページでご確認ください。 

 

生協会員のお客様専用フリーダイヤル➿ 0120-692-506 平日 9 時～18 時（土日祝日・休） 2022 年 11 月 21 日現在
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2022 年 12 月 1 日  

神奈川県生協連と大学部会について 

 

県生協連 専務理事 庭野 文雄  

１．神奈川県生協連と大学部会について  

（1）概要  

 ・設立 1950 年 12 月 18 日  

 ・会員 33 生協（うち賛助会員  6 生協）  

     地域購買生協 15（うち賛助会員  3）  

     大学生協    8（うち賛助会員  1）  

     医療生協    4 

     職域生協      3 

     共済生協    1 

     他       2（うち賛助会員  2）  

 ・組合員数：180 万人（世帯数の４割）  

 

（2）神奈川県生協連の目的  

定款第１条  この生活協同組合連合会は協同互助の精神に基づき、県内の消費生活協

同組合及び協同組織体の連帯の中心となり、会員の事業を指導育成し、もって会員

を組織する組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることを目的とする。  

 

（3）大学部会について  

   県生協連と会員である大学生協の連帯強化のために設置  

 ＜大学生協部会の活動＞  

 ・構成生協の組織・事業活動の交流と共同行動  

   ・構成生協の役職員・組合員の研修交流  

   ・県連総会議案の事前の協議  

   ・県連から諮問された事項の協議  

   ・その他、部会で必要とされた事項の活動  

＜現在の県連での役割分担＞  

   ・県連常務理事（部会長）疋田さん  

   ・県連理事  滝澤さん  

 ・県連監事  後藤さん  

 ・大規模災害対策委員会 後藤さん  

   ・生協大会実行委員 滝澤さん  

  ＜生協運営協議会＞  

   ・横浜市生協運営協議会 神大生協、国大生協、市大生協、明学生協、慶應生協  

   ・相模原市生協運営協議会  宇宙研生協  
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２．県生協連と大学部会のこの間の活動  

（1）会員生協とともに、安心してくらせる地域社会づくりをすすめます  

  ・健康づくりの活動  

・平和の取り組み：ヒロシマ子ども平和スタディツアー  

         平和の署名の取り組み  

  ・フードバンクの活動：市大ボランティア支援室との連携も  

  ・消費者被害防止の取り組み：中央労金からの資料提供、ユーコープの成年年齢引き

下げをテーマにした学習会への学生の参加  

  ・大規模災害対策委員会や生協大会実行委員会への参加  

 

（2）生協・協同組合への理解を広げ、ネットワークを強めます  

  ・県生協連の県政要望の中で、県議会各会派に対して、奨学金問題や教育費の問題な

どを要望  

   （同様の要望を、県労福協の要望事項にも反映してもらい、県に対して要望）  

  ・「学生総合共済の共同引き受け」～地域生協との連携強化  

 

（3）会員生協間の交流と適切な支援  

・職域生協との交流・共同視察研修  

・行政からの指導事項や定款等規程類の変更については、県生協連から指導ないし調

整  

  ・生協運営協議会における協力・協同や、他生協からの理事の派遣  

 

３．課題認識  

  ・「大学生協の 4 つの使命」をベースに、さらなる取り組みができないか  

 ・協同：組合員の協同  

 ・協力：大学との協力  

 ・自律：大学と地域の活性化  豊かな社会と文化の展開に貢献  

 ・参加：協同体験を広めて人と地球にやさしい持続可能な社会の実現  

 

  ・学生生活や食生活への支援  

・若い世代の経済的な困窮や学ぶ権利、つながりづくりへの対応（大学との協力協同

も視野に入れて）  

・社会的な体験や学習など社会生活を送る上での準備（ボランティア、消費者被害、

ＬＰＡ等）  

・協同組合への理解の促進  

・学生総合共済  
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